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国際会計基準審議会 解釈指針委員会 御中 
 

SIC-D33及び D34に対するコメント 
 
 この書簡は、解釈指針案 SIC-D33「連結及び持分法－潜在的議決権」及び SIC-D34「金
融商品－保有者が償還請求可能な金融商品又は権利」に対するコメントである。 
 ここで表明されている意見は、作成を担当した企業会計基準委員会（ASBJ）の専門研究
員のものである。したがって、あくまでスタッフの回答であり、ASBJの正規の手続による
公式見解を示すものではない。 
 
SIC-D33「連結及び持分法－潜在的議決権」 

パラグラフ３に示された合意案が、「現時点で行使可能又は転換可能な潜在的議決権は、

企業が他の企業を支配しているかどうか又は重要な影響を与えているかどうかの判定に際

し、ほとんど常に現に保有されている議決権と同等のものとみなす。」という意味であれば、

我々は反対である。もし、潜在的議決権が支配又は重要な影響の存在を示す可能性がある

ことを示唆するだけの意図である場合には、その意味を明確にすべきである。 
我々の考えでは、潜在的議決権それ自体のみでは、企業の財務及び営業の方針を左右す

る能力や、投資先の財務及び営業の意思決定に関与する能力は、保有者に生じない。ただ

し、潜在的議決権を他の要素と併せて考慮すると支配又は重要な影響の存在を示す場合も

あることは認める。 
経済的実質のないオプションは無視するという付録の例 4の結論は合理的と思われるが、
例１においてアウト・オブ・ザ・マネーのオプションであっても考慮しなければならない

としていることとの区別が明確ではない。 
パラグラフ４に示されている合意案には賛成である。 

 
SIC-D34「金融商品－保有者が償還請求可能な金融商品又は権利」 

 “Puttable Instrument”に何が含まれるのか不明確である。オープン型ミューチュアル・
ファンドや特定の協同組合以外に典型的な例がもしあれば、例示すべきである。これに関

連して、“Puttable Instrument” に組み込まれたデリバティブは常に非オプション型である
という理由も明確にすべきである。 
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